
産業建設常任委員会審査日程  

 

日  時  平成２８年３月１８日（金）   

                行政視察終了後   

場  所  第２委員会室  

 

付議事項  

  

１  水道事業広域化について  

 

２  アセットマネジメントについて  

 

３  閉会中の継続調査事項について  



 

宇部市と山陽小野田市の水道事業広域化の取組の経緯 

 

平成 25年（2013年）4月 

  両市の水道事業について、将来的な広域化を視野に入れて調査研究することで両

市の水道事業管理者の意向が一致した。 

 

平成 25年（2013年）7月 31日 

  両市の水道事業職員各 4名で構成する水道事業広域化研究会を設置する。 

 

平成 26年（2014年）7月 

  水道事業広域化研究会から「水道事業広域化研究会報告書（最終報告）」が両市の 

 管理者に提出される。 

 

平成 26年（2014年）10月 2日 

  水道事業広域化研究会による報告会を開催する。 

  報告会出席者：研究会の委員、管理者以下課長補佐職以上の管理職等 

 

平成 27年（2015年）2月 26日 

  両市の市長による意見交換により水道事業広域化の方向で意見が一致 

 

平成 27年（2015年）4月 23日 

  宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討委員会設置準備会開催 

 

平成 27年（2015年）6月 3日 

  宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討委員会第 1回会議 

 

平成 27年（2015年）7月 10日 

  宇部市・山陽小野田市水道事業広域化基本計画策定業務委託 契約締結 

 

平成 27年（2015年）11月 25日 

  総務大臣及び厚生労働大臣宛に、水道事業広域化に対する財政支援の拡充及び 

 国庫補助事業の採択基準の緩和に関する陳情書を提出した。 

 

平成 28年（2016年）2月 15日 

  宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討委員会 第 2回会議 

資料１ 



資料２

宇部市 山陽小野田市

・水道事業広域化に関する基本的事項 管理者 管理者

・水道事業広域化に伴う課題に関する事項 副局長 次長 【検討体制の関係図】

・専門部会に関する事項 次長 水道技術管理者

・その他水道事業広域化に関し必要な事項 次長 業務課長

次長 浄水課長

水道技術管理者

総務課長

上水道整備課長

浄水課長

・検討委員会会議の議案調整 水道技術管理者 次長兼総務課長

・検討委員会運営の総合調整 総務課長 水道技術管理者兼工務課長

・専門部会間の調整 営業課長補佐 業務課長

上水道整備課長 浄水課長

浄水課長

専門部会 水道事業広域化基本計画作成専門部会

・委託内容の協議 浄水課長 次長兼総務課長

・委託仕様書の作成 上水道整備課長 浄水課長

・請負業者との協議 総務課長補佐 工務課課長補佐

・計画案の作成 上水道整備課配水３係長 総務課長補佐

浄水課施設係長 浄水課主任

総務課総務企画係主査

営業課調定係長

専門部会 水道事業広域化技術系専門部会

・給水装置関係 上水道整備課長 工務課長

・建設工務関係 上水道整備課配水３係長 工務課長補佐

・維持管理関係 浄水課施設係長 工務課主査

・水源計画 上水道整備課工事管理係長 電気係主任

専門部会 水道事業広域化事務系専門部会

・総務関係 総務課長補佐 業務課長

・経理関係 総務課総務企画係主査 総務課長補佐

・営業業務関係 営業課調定係長 総務係長

・給水人口推計 総務課財政1係長 営業係主任

・給水量推計

幹事会

宇部市・山陽小野田市水道事業広域化検討体制

名称 所掌事項
委員

検討委員会

検討委員会

専門部会 専門部会 専門部会

幹事会
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宇部市・山陽小野田市
水道事業広域化基本計画策定業務

平成２８年（2016年）３月18 日

中間報告

山陽小野田市水道局

資料３
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中間報告の内容

1.現状と課題

2.水道施設整備計画

3.広域化計画

4.まとめ（中間報告）と今後の予定
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１．現状と課題 （P.1）

（１） 各事業認可計画と現状

両市とも、現状の給水人口と

一日最大給水量が計画値を

大幅に下回っている。

項　目 宇部市
（認可等年度） 宇部市 山陽小野田市 鋳物師屋・西山地区 平原・片尾畑上地区

水道事業 水道事業 簡水 簡水
（H6認可・H22届出） （H21） (S55) (S57)

目標年度 H13 H29 S64 S66
(ピーク値年度) (同) (H20) (同) (同)

計画給水区域内人口 人 212,750 66,459 190 110
計画給水人口 人 211,750 66,200 190 110

一人一日最大給水量 ℓ/日/人 582 556 200 200
一日最大給水量 m3/日 123,200 36,840 38 22

一人一日平均給水量 ℓ/日/人 466 401 150 150
一日平均給水量 m3/日 98,570 26,520 28.5 16.5

単位

山陽小野田市

年度

※宇部市は、H6年度の認可値を示す。

項　目 単位 宇部市 山陽小野田市

行政区域内人口 人 169,021 62,671

給水区域内人口 人 168,719 62,518

給水人口 人 167,892 62,097

給水普及率 % 99.5 99.3

給水戸数 戸 73,214 28,595

一日最大給水量 m3/日 63,420 30,179

【認可】

【現状】
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・将来予測の結果、給水人口・一日最大給水量ともに減少

・現有施設に対する余剰幅が広がる

（２）給水人口と一日最大給水量の現状と将来予測

ダウンサイジングを検討すべき

＜グラフ－給水人口の実績と予測（両市合算）＞ ＜グラフ－一日最大給水量の実績と予測（両市合算）＞

１．現状と課題 （P.2）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2014

現状

2019

予測

2024 2029 2034 2039 2044 2049 2054

給
水
人
口
（
人
）

年 度

山陽小野田市

宇部市

認可計画値

278,250人

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

175,000

200,000

2014

現状

2019

予測

2024 2029 2034 2039 2044 2049 2054

一
日
最
大
給
水
量
（
ｍ
／
日
）

年 度

山陽小野田市

宇部市

認可計画値

160,100m3／日



広
域
化
基
本
計
画
策
定
業
務

中
間
報
告

（３）業務指標の分析結果と課題

１．現状と課題 （P.3）
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（４）更新需要の見通し

・アセットマネジメント手法に
よる今後40年間に要する
更新需要額を算定

延命化を考慮

・宇部市 約737億円
・山陽小野田市 約290億円

＜表－両市の水道施設更新需要額（今後40年間）＞

広瀬浄水場 15,045 376.1

中山浄水場 3,535 88.4

その他施設 6,118 153.0

管　路 49,029 1,225.7

計 73,727 1,843.2

総額 年当たり
区分 施設の区分

宇部市

更新需要（百万円）

高天原浄水場 3,147 78.7

鴨庄浄水場 1,579 39.5

その他施設 1,252 31.3

管　路 23,064 576.6

計 29,042 726.1

山陽小野田市

区分 施設の区分
更新需要（百万円）

総額 年当たり

（注）
・平成26年度末時点の資産規模により更新需要額を算出した。
・実際の更新においては、水需要予測を踏まえた上で施設の統廃合や適正化を検討するとともに、
施設の状態、機能等を考慮して、更新の時期や規模を判断する。

１．現状と課題 （P.4）
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・両市とも、水道料金水準等を現状維持した場合は、事業を継続することが困難

（５）財政の見通し

＜グラフ－宇部市の財政の見通し＞

＜グラフ－山陽小野田市の財政の見通し＞

１．現状と課題 （P.5）
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（１）計画の条件

・両市の主要な浄水場4箇所

厚東川水系の3浄水場
について統廃合を検討

・水源や浄水場の廃止
・送水ポンプ所や送水管の整備

＜表－主要な浄水場の能力と現在の水需要＞ ＜図－浄水場●配置のイメージ＞

２．水道施設整備計画 （P.6）

浄水能力 水需要

（ｍ3/日） （ｍ3/日）

1系 24,000

2系 62,000

中山 - 34,000

高天原 - 32,400

西系 厚狭川 13,000

東系 地下水 2,800

168,200 93,599

30,179

宇部市

山陽
小野田市

市区分 浄水場名 系統 水源河川

63,420

計

広瀬

厚東川

鴨庄
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・被災時のリスクを軽減するため、両市とも複数の浄水場を維持

・広瀬1系と鴨庄東系の廃止は可能

（２）両市が各々で事業を維持する場合

浄水場の数は減少しない

＜表－両市が各々で事業を維持する場合の施設計画の概要 ＞

２．水道施設整備計画 （P.7）

ケース名 浄水場名 系統
更新：○
廃止：×

浄水能力

（更新後：ｍ３/日）
その他

１系 × 0 送水ポンプ設備

２系 ○ 39,000

中山 － ○ 25,000

高天原 － ○ 23,000

西系 ○ 11,000

東系 × 0

98,000計

ケース1-1
（宇部市）

広瀬

ケース1-2
（山陽小野田市） 鴨庄
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（３）広域化する場合

・給水量の減少にあわせ
厚東川水系の3浄水場
（広瀬、中山、高天原）
の再編が可能

廃止浄水場の違いに
よる3ケース（右表）

＜表－広域化する場合の施設計画の概要＞

（注）鴨庄浄水場は、厚狭川水系
であることから、再編可能な浄水
場の対象としていない。

２．水道施設整備計画 （P.8）

浄水場名 系統
更新：○
廃止：×

浄水能力

（更新後：ｍ３/日）
その他

１系 × 0 送水ポンプ整備

２系 ○ 58,000

中山 － × 0 送水管整備

高天原 － ○ 23,000

西系 ○ 11,000

東系 × 0

92,000

１系 × 0 送水ポンプ整備

２系 ○ 58,000

中山 － ○ 25,000

高天原 － × 0 送水ポンプ整備・送水管整備

西系 ○ 10,300

東系 × 0

93,300

１系 ○ 24,000

２系 ○ 53,000

中山 － × 0 送水管整備

高天原 － × 0 送水ポンプ整備・送水管整備

西系 ○ 10,300

東系 × 0

87,300

広瀬

山陽小野田市
鴨庄

ケース４

計

山陽小野田市
鴨庄

宇部市
広瀬

山陽小野田市
鴨庄

ケース名

宇部市
広瀬

宇部市

ケース２

計

ケース３

計
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■両市が各々で事業を維持する場合、
被災時のリスクを軽減するため、
両市とも複数の浄水場を維持する

ことから最も事業費が大きい。

■広域化する場合は、ケース4が
最も事業費が小さい。

■広域化する場合、
・廃止浄水場に送水機能を追加
・監視制御設備の改良
が必要になるため、両市が各々で
事業を維持する場合との費用の
差が小さい。

（４）概算事業費の比較（1/2）

＜表－各ケースの事業費の比較＞ （単位：百万円）

２．水道施設整備計画 （P.9）

浄水場名 系統
更新：○
廃止：×

１系 × 285

２系 ○ 4,025

中山 － ○ 2,162

高天原 － ○ 2,628

西系 ○ 2,118

東系 × 0

１系 × 266

２系 ○ 5,211

中山 － × 170

高天原 － ○ 2,628

西系 ○ 2,118

東系 × 0

－ 中央監視 － 650

１系 × 285

２系 ○ 5,211

中山 － ○ 2,162

高天原 － × 378

西系 ○ 2,083

東系 × 0

－ 中央監視 － 350

１系 ○ 2,142

２系 ○ 4,897

中山 － × 170

高天原 － × 383

西系 ○ 2,083

東系 × 0

－ 中央監視 － 350

広瀬

10,025

山陽小野田市
鴨庄

概算事業費
（百万円）

11,043

山陽小野田市
鴨庄

ケース3

宇部市
広瀬

10,469

山陽小野田市
鴨庄

広
域
化
す
る
場
合

ケース2

宇部市
広瀬

ケース4

宇部市

11,218

ケース1-2 山陽小野田市
鴨庄

ケース名

単
独
事
業
維
持

ケース1-1 宇部市
広瀬
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（４）概算事業費の比較（2/2）

■広域化により系統を1/2に減少

＜図－浄水場再編に関する単独事業維持と広域化の比較イメージ＞

・再編後の維持管理のコスト減少
・再編後の次の更新事業費の圧縮効果

２．水道施設整備計画 （P.10）
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（５）広域化する場合における厚東川水系浄水場の再編
ケースに関する技術的項目の比較（検討中）

２．水道施設整備計画 （P.11）

（注）広1：広瀬1系、広2：広瀬2系、中：中山、高：高天原の各浄水場を示します。

ケース２ ケース３ ケース４

更新：広２、高 更新：広２、中 更新：広１、広２

廃止：広１、中 廃止：広１、高 廃止：中、高

水量確保

運転管理
（更新まで）

水質管理の一元化が図られる
が、1系の高速凝集沈殿池の管
理が難しい

維持管理
（更新まで）

高天原浄水場は、急速ろ過方
式のため機械設備が多く、機
器費・薬品費・動力費等の維
持管理費がかかる

中山浄水場は、緩速ろ過方式
のため機械設備が少なく、機
器費・薬品費・動力費等の維
持管理費は少ないが、ろ過砂
の洗浄・入替に費用がかかる

広瀬浄水場1系は、急速ろ過方
式のため機械設備が多く、機
器費・薬品費・動力費等の維
持管理費がかかる

施設更新
（廃止／更新まで）

高天原の更新は、現有敷地内
で可能

中山の更新は、現有敷地内で
可能

1系を更新するには、敷地が狭
いため隣接地の買収が必要

災害対策
浄水場を1拠点に集約するた
め、被災時のリスクが増大

③ ② ①

11,043 10,469 10,025

概算事業費
（百万円）

浄水場被災時のリスク分散を図ることが可能

比較項目

各ケースとも特に問題なし

両ケースとも管理可能
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３．広域化計画 （P.12）

統合の形態とレベル 課 題

事業統合
（レベル４）

①料金体系の統一
②認可の変更申請（広域化による施設計画に伴う認可変更）

経営の一体化
（レベル３）

①会計区分の統合
・宇部市上下水道局は、上水道および下水道事業を管理
・山陽小野田市水道局は上水道、簡易水道、工業用水道事業を管理
・新しい事業体が管理すべき会計のあり方の検討が必要
②組織・人員の再編
・広域化に伴う組織の再編

管理の一体化
（レベル２）

①浄水場の運転管理および施設点検の共同化
②窓口、検針および徴収業務の共同化
・サービス体制の窓口は両市各１ヶ所で、サービス水準維持を検討
・検針および徴収業務の共同委託化についての検討
③各種システムの共同化
・管路マッピング、設計・積算、水道料金、財務会計、人事給与等の各種システムが対象

施設の共同化
（レベル１）

①施設整備について
・浄水場や中央監視施設等の統廃合
・緊急時連絡管の整備（既に２ヶ所で整備済み）
②資材購入の共同化
・緊急用資機材の共同購入と備蓄場所の共有についての条件整理
③水質検査施設の共有

（１）広域化の各形態における課題の抽出

＜表－広域化の形態ごとの課題等＞
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（２）広域化により得る経済効果（1/2）

①収益的収支に対する効果
・検討の結果 約1.2億円

＜表－広域化する場合における収益的収支に対する効果＞

３．広域化計画 （P.13）

（注）両市の効果額は、現況の人員等の比率で案分した。

料金統一 0 117,524 0 76,416 0 41,108

変更認可申請 0 117,524 0 76,416 0 41,108

会計区分の統合 0 117,524 0 76,416 0 41,108

組織・人員の再編 74,000 117,524 49,204 76,416 24,796 41,108

窓口および検針の共同化 13,500 43,524 9,281 27,212 4,219 16,312

各種システムの共同化 14,800 30,024 10,360 17,931 4,440 12,093

水質検査人員の減 7,400 15,224 3,700 7,571 3,700 7,653

水質検査施設の共有 7,583 7,824 3,791 3,871 3,792 3,953

資材購入の共同化、備蓄
場所の共有

241 241 80 80 161 161

経営の一体化
（レベル３）

管理の一体化
（レベル２）

施設の共同化
（レベル１）

（単位：千円/年）

広域化の形態 取り組み内容
減額費用 減額費用 減額費用

事業統合
（レベル４）

両市合計 宇部市 山陽小野田市

効果累計 効果累計 効果累計
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（２）広域化により得る経済効果（2/2）

②資本的収支に対する効果

・浄水場再編に係る事業費の抑制効果は小さい。

ただし、再編後の次の更新時には大きな効果

③水道料金に対する効果

・現状維持と広域化の各ケースの40年後の水道料金（供給単価）を

比較すると大きな差が生じる。

＜表－広域化による水道料金（給水原価と供給単価）への効果＞

３．広域化計画 （P.14）

現状維持 ケース1 ケース2 ケース3 ケース4

給水原価 177.3 312.3 308.3 300.9 301.5 300.1

供給単価 183.1 305.7 295.0 286.8 287.2 285.7

（注）
給水原価：経常費用－（材料及び不用品売却原価＋長期前受金戻入＋受託工事費）／年間総有収水量

供給単価：給水収益／年間総有収水量

H66-2054（40年後）H26-2014
現況

項目

（単位：円/ｍ3）
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● 浄水場再編に伴い、施設整備事業費の削減が期待できる。
→ ケース別に約１.８～１２億円の効果

● 浄水場の再編により、維持管理の費用と再編後の次の更新事業費の抑制が
期待できる。

● 業務等の広域化により、収益的支出の削減が期待できる。
→ 広域化のレベルが高いほど、その効果額が大きくなる。
→「経営の一体化」以上のレベルでは、年間約１.2億円＋αの効果

● 広域化により、水道料金の改定率の抑制が期待できる。
● 広域化により、人材育成や災害時の要員確保及び応急資機材の確保において、

より一層の充実が期待できる。

４．まとめ（中間報告）と今後の予定 （P.15）

現時点においては、広域化により上記の効果が想定されるが、広域化の各形態に
おける課題（P.12）について、両市で今後さらに慎重に協議していく必要がある。

（１）まとめ（中間報告）

（２）今後の予定

厚東川水系の浄水場の再編について協議を重ねるとともに、広域化の各形態について
協議も進め、平成28年度中に広域連携の方向性を整理する。
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〜これからの未来へつなぐ水道事業のために〜

浄水場

水源涵養林

配水池

平成２８年３⽉版

1

2

目 次

①水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）Ｐ3〜

② 山陽小野田市水道事業の現状 Ｐ10〜

③ 現有資産（基礎データ）の整理と簡易⽀援ツールでの検討 Ｐ15〜

④ 今後の取組 Ｐ33〜

➊ 山陽小野田市工業用水道事業の現状 Ｐ37〜
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① 水道事業におけるアセッ

トマネジメント（資産管理）

3

① - 1 地方公営企業（独立採算性の原則）とは

■ ⽔道事業（簡易⽔道事業）
・・・独⽴採算性で原則、⽔道料⾦で経営している

■ 工業用⽔道事業
・・・独⽴採算性で原則、工業用⽔道料⾦で経営している

（経費負担の原則）
地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地

方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除き、当
該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない

4

山陽小野田市

地方公営企業法第十七条の二第二項
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引用：厚⽣労働省健康局⽔道課（アセットマネジメント）を参考

5

① - 2 厚生労働省水道課の説明

■ 水道施設全体の更新需要を把握し、更新投資の平準化が可能となる

■ 計画的な更新投資ができる

■ 水道施設全体のライフサイクルコストの減少を検討できる

■ 信頼性の高い水道事業の運営を達成することができる

① - 3 アセットマネジメント（資産管理）の効果として

6

将来世代に、安心・安全で安定的な⽔道事業
を健全な形で引継ぐことができる

４つの効果
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① - 4 水道事業の必要性と課題として

■ 給⽔人口の減少が進み、今後は有収⽔量（給⽔収益）が
減少傾向になると予測される

■ 給⽔収益（⽔道料⾦）が減少することによって、⽔道事業
の経営は厳しくなっていくと予測される

⽔道は、⽣活に欠くことのできない重要なライフラインである

7

必要性

課題

■ 水道は様々な水道施設を所有しており、それら施設の⽼朽化
等に伴い、適切な維持管理をしなければ、重大な事故に繋がる
危険性がある

■水道施設の耐震化に取り組むことが必要である

■ 水道事業は 建設の時代 から 維持管理・更新の時代 へ突入

更新需要の増大 8



2016/3/18

5

■これからの未来へつなぐ、持続可能な水道事業を継続す
るためには、今以上に、アセットマネジメント（資産管理）
が重要となる

⽔道事業者として、この課題を解
決する手段を検討する必要がある

■ 簡易⽀援ツール（厚⽣労働省・平成26年4⽉版）を使用す
ることにより、山陽小野田市水道事業を検証する

9

② 山陽小野田市水道事業の現状

10
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（水道局統計⽉報資料より・各年度末3⽉31日時点）

11

市町村合併後１０年間

② - 1 給水人口の現状

67,159 

66,923 

66,363 
66,113 

65,783 
65,516 

65,105 
64,657 

64,154 
63,843 

163 
161 

161 
165 

158 

154 

147 

142 

138 

135 

62,000

63,000

64,000

65,000

66,000

67,000

68,000

給水人口
上水道 簡易水道

10年間
-3,344人（上水道3,316人・簡易水道28人）

平成17年度から５％減

人

年度

（水道局統計⽉報資料より・各年度末3⽉31日時点）

年度 年間配⽔量（㎥） 有収⽔量（㎥）

平成17年 10,294,755 8,954,396

平成18年 10,021,146 8,702,364

平成19年 9,797,070 8,513,655

平成20年 9,547,248 8,277,464

平成21年 9,275,632 8,023,421

平成22年 9,242,292 7,994,583

平成23年 9,201,625 7,954,804

平成24年 9,070,355 7,859,462

平成25年 8,967,224 7,768,306

平成26年 8,486,807 7,379,279

市町村合併後の１０年間

② - 2 年間配水量と有収水量の現状

項 目 数 量

⾏政区域内人口 ６４,４３３人

給水人口 ６３,９７８人

給水⼾数 ２８,４０２⼾

普及率 ９９．３％

導送配水管延⻑ ４１８．９Ｋｍ

一日最大給水量 ３０,２２０㎥

一日平均給水量 ２３,２５２㎥

年間配水量 ８,４８６,８０７㎥

平成２６年度末

12

10年間
-1,575,117㎥

平成17年度から17.6％減

（水道局統計⽉報資料より・平成26年度末3⽉31日時点）
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13

S45, 6,784 

S50, 8,529 

S55, 8,663 

S59, 11,003 

S60, 9,653 

H2, 10,304 

H7, 9,561 

H12, 10,491 

H17, 8,954

H22, 7,995

H26, 7,379

S45, 61,451 

S50, 63,658 

S55, 67,440 

S60, 69,339 

S63, 69,779 
H2, 69,420 H7, 69,317 

H12, 68,196 

H17, 67,322

H22, 65,670 

H26, 63,978 

56,00056,00056,00056,000

58,00058,00058,00058,000

60,00060,00060,00060,000

62,00062,00062,00062,000

64,00064,00064,00064,000

66,00066,00066,00066,000

68,00068,00068,00068,000

70,00070,00070,00070,000

6,0006,0006,0006,000

7,0007,0007,0007,000

8,0008,0008,0008,000

9,0009,0009,0009,000

10,00010,00010,00010,000

11,00011,00011,00011,000

12,00012,00012,00012,000

年間有収水量

給水人口

② - 3 給水人口と有収水量の推移

昭和４５年度～平成２６年度

年度

千㎥ 人

最大 最小

給水人口 69,779人（昭和63年度） 61,451人（昭和45年）

有収水量 11,003千㎥（昭和59年） 6,784千㎥（昭和45年）

8,954

8,702

8,514

8,277

8,023
7,995

7,955

7,859

7,768

7,379

1,578,287

1,532,104 

1,496,634 1,455,705 

1,391,564 
1,386,935 1,381,407 

1,367,584 
1,355,907 

1,298,149 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

年間有収水量 給水収益（料金収入）

千円千㎥

② - 4 有収水量と給水収益の現状

市町村合併後の１０年間平成１７年度～平成２６年度

14
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③ 現有資産（基礎データ）の整理と

簡易支援ツール（厚生労働省平成26年4月版）での検討

（平成２８年度末見込みデータ）

15

③ - 1 構造物及び設備の現有資産状況

■ 鴨庄浄水場整備事業
■ 新配水池築造事業

水道施設拡張
・建設投資期

水道施設更新
・維持管理期

【現在価格】
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現
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千
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取得年度

構造物及び設備

40年以上経過

今後、更新時
期を迎える

16
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引用引用引用引用：厚生：厚生：厚生：厚生労働省労働省労働省労働省 アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」 実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考

工 種 法定耐用年数 現有資産の
実使用年数

⽔道局の設定する
更新基準（更新後）

建築構造物（管理棟等） 50年 70年 70年
土木構造物（ろ過池・配水池等） 60年 73年 73年
機械設備（ポンプ施設等） 15年 24年 24年
電気計装設備（監視装置等） 15年 15年〜25年 15年〜25年

③ - 2 構造物及び設備の更新基準の設定

※※※※ 法定耐用年数とは・・・会計上、減価償却費の算出に用いる法定基準値

※※※※ ⽔道局の設定する更新基準とは・・・現有資産更新後の次回更新をおこなう基準値 17

※※※※ 現有資産の実使用年数とは・・・現実的な更新を進めるために、法定耐用年数にこだわらずに
水道局で独⾃に設定した基準値（厚⽣労働省設定例を参考）

③ - 3 構造物及び設備の現有資産集計表

※ デフレーター・・・物価変動の影響の除去等のための指数

⑥帳簿原価
５,２４２千円 ÷ デフレーター

６０．５
⑧現在価値
８,６６５千円×100＝

（例・⼟⽊構造物）

取得年度によって数値が変動

18※※※※ 再投資価格・・・次回更新時に必要とされる費用。なお、現時点において
更新年次の物価変動を推計することが困難なため、現在価値と同額とする。

平成２８年度計画を含む
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資産総数 ： ３９９ 建築構造物
（管理棟等）
７０年間

⼟⽊構造物
（ろ過池・配⽔池等）

７３年間

機械設備
（ポンプ施設等）

２４年間

電気計装設備
（監視装置等）

１５年〜２５年間更新需要
（再投資価格）：9,394,742千円

山陽小野田市
資産数 ４５ １５５ ８５ １１４

再投資価格 ７３１,９３４ 千円 ５,４２４,０５６ 千円 １,６５０,２２５ 千円 １,５８８,５２７ 千円

高天原浄水場
（小野田地区）

資産数 ２０ ７３ ４６ ４６

再投資価格 ４７５,２０６ 千円 ３,７２０,２６５ 千円 ９９３,３３８ 千円 ５５４,８１８ 千円

鴨庄浄水場
（山陽地区）

資産数 ２５ ８２ ３９ ６８

再投資価格 ２５６,７２８ 千円 １,７０３,７９１ 千円 ６５６,８８７ 千円 １,０３３,７０９ 千円

③ - 4 構造物及び設備の再投資価格集計表

19

平成２８年度計画を含む

※ 各施設(H28年度末時点)の再投資価格 = 更新需要を算出

水道管の漏水状況

水道局職員による漏水調査の状況水道局職員による漏水調査の状況水道局職員による漏水調査の状況水道局職員による漏水調査の状況

地下に埋設された水道管が老朽化等によ

り、道路表面より湧き出しています。

（原因として・・・管路の老朽化と耐震

機能のない管の使用が大きな要因です）

水道管（配水管）の継手部（ジョイ

ント）より漏水している状況。

水道水が吹き出しています。

水道管（配水管）の継手部からの漏水

を材料にて修繕している状況。

不断水による工法

区分 件数 ⽐率（％）

配水管 ４０ １３.３

給水管 ２６０ ８６.７

水道局では年間約３００件の水道管（配水管・給水管・宅地内）
漏水修理工事を⾏っています。
（平成２４年度から平成２６年度の平均値水道局統計⽉報資料）
なお、給⽔管は個人の財産です。

③ - 5 老朽化した管路の現状

20
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管路：４１４路線 総延⻑ 導⽔管 送⽔管 配⽔本管 配⽔支管

山陽小野田市

管路延⻑ 419,316 ｍ 12,119 ｍ 20,112 ｍ 9,345 ｍ 377,740 ｍ

耐震管
（１８.５％） 77,704 ｍ 6,178 ｍ 9,076 ｍ 4,506 ｍ 57,944 ｍ

経年管
（２９.４％） 123,084 ｍ 8,619 ｍ 7,729 ｍ 5,129 ｍ 101,607 ｍ

③ - 6 管種別集計表

※※※※ 耐震管： レベル２地震動において、管路の破損や継⼿の離脱等の被害が軽微な管
液状化等による地盤変状に対しても、上記と同等の耐震性能を有する管

※※※※ 経年管： 法定耐用年数４０年を超えた管

■山陽小野田市内の管路総延⻑約４１９.３Ｋｍ（≒山陽小野田市から兵庫県姫路市までの距離）

■全路線の管種・口径・布設延⻑・布設年度を再検証し、管路台帳・資産台帳を精査

耐震管布設工事 21

平成２８年度計画を含む
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布設年度

管路延⻑：419.3Ｋｍ

40年以上経過

今後、更新時
期を迎える

70.6%

29.4%

管路割合

経年化率（123.1Ｋｍ）

非経年化率（296.2Ｋｍ）

18.5%

81.5%

管路割合
耐震化率（77.7Ｋｍ）

非耐震化率（341.6Ｋｍ）

水道管路拡張
・建設投資期

水道管路更新
・維持管理期

22

③ - 7 管路の現有資産状況
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管種区分 導⽔管 送⽔管 配⽔管本管 配⽔支管 合計

鋳鉄管（ダクタイル鋳鉄管は含まない） 2,031.3 757.5 3,059.9 40,102.0 45,950.7

ダクタイル鋳鉄管 耐震型継⼿を有する － 2,806.8 1,218.3 4,471.2 8,496.3

ダクタイル鋳鉄管（K形継⼿等を有するもののうち良質
地盤に布設されている） － 22.9 1,273.2 42,455.3 43,751.4

ダクタイル鋳鉄管（上記以外・不明なものを含む） 3,909.3 10,277.6 1,779.4 129,674.3 145,640.6

鋼管（溶接継⼿を有する） 5,811.7 6,246.5 2,014.6 2,587.5 16,670.3

石綿セメント管 － － － － －

硬質塩化ビニル管（RR継⼿等を有する） － － － 91,268.1 91,268.1

硬質塩化ビニル管（上記以外・不明なものを含む） － － － 47,892.7 47,892.7

ポリエチレン管（高密度、熱融着継⼿を有する） 352.9 － － 8,369.7 8,722.6

ポリエチレン管（上記以外・不明なものを含む） － － － 10,859.7 10,859.7

ステンレス管 耐震型継⼿を有する 13.5 － － 59.6 73.1

合 計 12,122 20,113 9,347 377,746 419,316 23

③ - 8 現有管路集計表

平成２８年度計画を含む 赤字：非耐震管

管種区分 法定耐用年数 現有資産の
実使用年数

⽔道局の設定する
更新基準（更新後）

鋳鉄管（ダクタイル鋳鉄管は含まない）

４０年

５０年

８０年

ダクタイル鋳鉄管 耐震型継⼿を有する ８０年
ダクタイル鋳鉄管 Ｋ耐震継⼿等を有するもののうち良い地盤に布設されている ７０年
ダクタイル鋳鉄管（上記以外・不明なものを含む） ６０年
鋼管（溶接継⼿を有する） ７０年
鋼管（上記以外・不明なものを含む） ４０年
石綿セメント管 ４０年
硬質塩化ビニル管（RRロング継⼿等を有する） ６０年
硬質塩化ビニル管（RR継⼿等を有する） ５０年
硬質塩化ビニル管（上記以外・不明なものを含む） ４０年
ポリエチレン管（高密度、熱融着継⼿を有する） ８０年
ポリエチレン管（上記以外・不明なものを含む） ４０年
ステンレス管 耐震型継⼿を有する ６０年

24

引用引用引用引用：厚生：厚生：厚生：厚生労働省労働省労働省労働省 アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」

実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考

③ - 9 管路の更新基準の設定

※※※※ ⽔道局の設定する更新基準とは・・・現有資産更新後の次回更新をおこなう基準値

※※※※ 現有資産の実使用年数とは・・・現実的な更新を進めるために、法定耐用年数にこだわらずに
水道局で独⾃に設定した基準値（厚⽣労働省設定例を参考）

※※※※ 法定耐用年数とは・・・会計上、減価償却費の算出に用いる法定基準値
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■ 導水管・送水管・配水本管・配水⽀管ごとの平均単価を算出する。

⇒ 水道局発注工事（直近７年間）における設計・積算単価を基礎データとする。

⇒ 工事価格は設計⾦額（税抜）とする。

【算出方法】
水道局の管種別・口径別・管路延⻑を基礎データに、各年度の工事実績サンプル（発注工事の設計・積算単価）によっ
て算出された管種別・口径別の１ｍ当りの工事施工単価を乗じて、工事総額を算出したのちに、それぞれの延⻑で除し
て、平均工事施工単価を導水管・送水管・配水本管・配水⽀管ごとに算出する。

③ - 10 更新時の工事施工単価の設定

・ 口径１５０㎜までは、 配⽔用ポリエチレン管（ＨＰＰＥ）
・口径２００〜４００㎜までは、耐震型ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ－ＧＸ型・ＮＳ型）
・口径４５０㎜以上は、⻑寿命型鋼管（ＳＰ）

区分 布設単価

導水管 ２７２千円／ｍ

送水管 １７２千円／ｍ

配水本管 ２０５千円／ｍ

配水⽀管 ５９千円／ｍ

25

更新需要を積算する上で、各管種区分の単価を設定する。

更新時に使用する主な耐震管の管種・口径区分

③ - 11 管路の更新需要（平成２８年度計画を含めたもの）

布設年度別延⻑
３,０３９ｍ × 更新布設単価

５９千円 ＝
更新工事費
１７９,０３１千円

（配⽔支管・昭和12年度に布設した管路） 管路区分 更新 布設単価

導水管 ２７２千円

送水管 １７２千円

配水本管 ２８５千円

配水⽀管 ５９千円

布設年度別延⻑
８７,７１１ｍ

更新布設単価
５９千円

更新工事費
５,１７４,９４９千円

×

＝

（配⽔支管・平成29年度に改良予定の管路）

26
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管路区分 更新基準 更新需要
導水管 ８０年 ３,２９６,３６８千円
送水管 ８０年 ３,４５９,６０８千円
配水本管 ８０年 １,９１６,１３５千円
配水⽀管 ８０年 ２２,２８６,８９６千円

合計 ８０年間 ３０,９５９,００７千円

更新する際に適用する 管種 口径
配水用ポリエチレン管（ＨＰＰＥ） ５０ｍｍ〜１５０ｍｍ
耐震型ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ－ＧＸ型・ＮＳ型） ２００ｍｍ〜４００ｍｍ
⻑寿命型鋼管（ＳＰ） ４５０ｍｍ〜

耐震管

耐震管は、水道管体が壊れたり、継手が抜けたりしません。

地震

経年管更新 耐震化事業

耐震管布設工事水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト『『『『水道水道水道水道PRパッケージパッケージパッケージパッケージ』』』』よりよりよりより

27

③ - 12 管路の再投資価格集計表（平成２８年度計画を含めたもの）

※ 各管種延⻑(H28年度末時点) × 更新布設単価 = 更新需要を算出

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

管路
構築物及び設備

40年間

342億円

※※※※①①①①

80年間（H29〜H108）

28

80年間

499億円

※②-1

40年間（H29〜H68）

当初5年間80億円
（16億円/年）

③ - 13 更新需要（構築物及び設備・管路）

千円

■当初５年間は約８０億円 約１６億円／年

■近年おこなった大型事業（ろ過池改良、配水池築造、浄水場改修）以前の
更新事業費の平均投資額 約 ２億円／年

■単年度約１６億円の更新需要実施は更新計画として現実的ではない 更新需要の平準化が必要
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③ - 14 更新需要の平準化

【【【【案①案①案①案①】】】】 更新期間更新期間更新期間更新期間(40(40(40(40年年年年))))をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要

年度 期間 更新需要 単年度更新需要

平成29年度〜平成68年度 40年間 34,211,845 855,296

【【【【案②案②案②案②----1111】】】】更新期間更新期間更新期間更新期間(80(80(80(80年年年年))))をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要をもとにした単年度更新需要

年度 期間 更新需要 単年度更新需要

平成29年度〜平成108年度 80年間 49,940,755 624,259

【【【【案②案②案②案②----2222】】】】各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要各資産における更新基準をもとにした単年度更新需要

資産区分 更新基準 更新需要 単年度更新需要

構造物及び設備

建築 70年 731,934 10,456

土木 73年 5,424,056 74,302

電気（計装） 15年 654,365 43,624

電気 25年 934,162 37,367

機械 24年 1,650,225 68,760

管路

取・導水管 80年 3,296,368 41,205

送水管 80年 3,459,608 43,245

配水本管 80年 1,916,135 23,952

配水⽀管 80年 22,286,896 278,586

計 621,497

案②-1 ＞ 案②-2

621,497

平準化事業費 案②

855,296

平準化事業費 案①
千円

千円

千円

-10,000,000

-8,000,000

-6,000,000

-4,000,000

-2,000,000

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

H29〜H33 H34〜H38 H39〜H43 H44〜H48 H49〜H53 H54〜H58 H59〜H63 H64〜H68

更新需要
平準化事業費
累計差額

30

③ - 15 更新需要の平準化

40年後(平成68年度)に更新対象資産のすべての更新が終了する

千円

更新需要
8,011,354 812,027 4,185,836 4,964,968 4,451,488 3,825,470 4,264,108 3,696,594

平準化事業費
4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480 4,276,480

累計差額
-3,734,874 -270,421 -179,777 -868,265 -1,043,273 -592,263 -579,891 -5

千円

【案① 平準化事業費 855,296千円/年】40年間
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31

③ - 16 更新需要の平準化

40年後(平成68年度)に93億円分の更新遅れが⽣じる

千円

更新需要
8,011,354 812,027 4,185,836 4,964,968 4,451,488 3,825,470 4,264,108 3,696,594

平準化事業費
3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485 3,107,485

累計差額
-4,903,869 -2,608,411 -3,686,762 -5,544,245 -6,888,248 -7,606,233 -8,762,856 ----9,351,9659,351,9659,351,9659,351,965

千円

【案② 平準化事業費 621,497千円/年】40年間
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更新需要
平準化事業費
累計差額

32

③ - 17 更新需要の平準化

80年後(平成108年度)に更新遅れは、最小の2億円となる

千円

年度
H29～H33 H34～H38 H39～H43 H44～H48 H49～H53 H54～H58 H59～H63 H64～H68 H69～H73 H74～H78 H79～H83 H84～H88 H89～H93 H94～H98 H99～H103 H104～H108

更新需要
8,011 812 4,186 4,965 4,451 3,825 4,264 3,697 2,509 3,139 2,293 1,622 566 475 3,047 2,078

平準化事業費
3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107 3,107

累計差額
-4,904 -2,608 -3,687 -5,544 -6,888 -7,606 -8,763 ----9,3529,3529,3529,352 -8,753 -8,785 -7,970 -6,484 -3,943 -1,311 -1,250 ----221221221221

〔百万円〕

40年 80年

【案② 平準化事業費 621,497千円/年】80年間
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33

④ 今後の取組

１．山陽小野田市の水道施設は、昭和４０年代から５０年代
にかけて整備された、構造物や設備及び管路が多数をしめてお
り、今後は、大幅な更新需要をむかえるため、更新費用が増加
する。

２．少⼦高齢化による人口減少等による給水量の減少に伴
い、今後は、料⾦収入が減少することが予想される。

④ -1 アセットマネジメント手法の検討から

34

課題整理
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１．水道施設の更新に多くの事業費が必要になること。

２．将来的に更新するための財源の確保が困難となること。

④ - 2 水道施設を健全な状態に維持していくために

35

■ 簡易⽀援ツール（厚⽣労働省・平成26年4⽉版）を使用する
ことにより、山陽小野田市水道事業を検証をおこなった。

今後どの程度の更新需要が必要なのかを具体的に示す必要がある

課題解決の手段

平成30年度以降の１０年間についての事業計画を策定する

１．更新計画（構造物や設備及び管路に優先度順位を付け、更新工事を計画）

２．経営計画（更新計画に基づいて、財政・更新費用を計画）

【山陽小野田市水道事業第二次総合計画】の策定

④ - 3 アセットマネジメントの検討結果より

36

平成２８年度～２９年度にかけて、以下の業務に着手する
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37

➊ 山陽小野田市

工業用水道事業の現状

■ ３ユーザ企業へ給水（契約水量・ ２４,７００㎥/日）

○ 日産化学工業株式会社小野田工場

○ 田辺三菱製薬工場株式会社小野田工場

○ 西部石油株式会社山口製油所

■ ３ユーザー企業からそれぞれ寄付採納された各企業専用の送水管３路線

■ 施設・管路は維持管理・更新の時代 への突入

38

➊ - １ 工業用水道事業の概要

【産業の血液】・・・ 工業（製造業、電気供給業、ガス供給業及び熱供給業）の
用に供する水（水⼒発電用、飲用を除く）

山陽小野田市工業用水道事業

工業用水とは
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引用引用引用引用：厚生：厚生：厚生：厚生労働省労働省労働省労働省 アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」アセットマネジメント「簡易支援ツール」 実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準実使用年数に基づく更新基準の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考の設定例を参考

工 種 法定耐用年数 現有資産の
実使用年数

⽔道局の設定する
更新基準（更新後）

建築構造物（管理棟等） 50年 70年 70年
土木構造物（ろ過池・配水池等） 60年 73年 73年
機械設備（ポンプ施設等） 15年 24年 24年
電気計装設備（監視装置等） 15年 15年〜25年 15年〜25年

➊ - 3 構造物及び設備の更新基準の設定

※※※※ 現有資産の実使用年数とは・・・現実的な更新を進めるために、法定耐用年数にこだわらずに
水道局で独⾃に設定した基準値（厚⽣労働省設定例を参考）

※※※※ ⽔道局の設定する更新基準とは・・・現有資産更新後の次回更新を⾏う基準値 39

※※※※ 法定耐用年数とは・・・会計上、減価償却費の算出に用いる法定基準値

40

➊ - 2 構造物及び設備の現有資産集計表

※ デフレーター・・・物価変動の影響の除去等のための指数
※※※※ 再投資価格・・・次回更新時に必要とされる費用。なお、現時点において
更新年次の物価変動を推計することが困難なため、現在価値と同額とする。

取得年度によって数値が変動

（例・電気計計装設備）
⑥帳簿原価
２,５００千円 ÷

デフレーター
８９．６ ×100＝

⑧現在価値
２,７９０千円

平成２６年度末
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資産総数：６０ 建築構造物
（管理棟等）
７０年間

⼟⽊構造物
（ろ過池・配⽔池等）

７３年間

機械設備
（ポンプ施設等）

２４年間

電気計装設備
（監視装置等）

１５年〜２５年間
更新需要
（再投資価格）：776,820千円

山陽小野田市
高天原浄水場
（小野田地区）

資産数 ３ ２３ ６ ２８

再投資価格 ６８,１６３ 千円 １７１,９５３ 千円 １１３,８６８ 千円 ４２２,８３６ 千円

➊ - 4 構造物及び設備の再投資価格集計表（水道施設との共同施設）

41

平成２６年度末

※ 各施設(H28年度末時点)の再投資価格 = 更新需要を算出

管種区分 法定耐用年数 現有資産の
実使用年数

⽔道局の設定する
更新基準（更新後）

鋳鉄管（ダクタイル鋳鉄管は含まない）

４０年

５０年

８０年
ダクタイル鋳鉄管 耐震型継⼿を有する ８０年
ダクタイル鋳鉄管（上記以外・不明なものを含む） ６０年
鋼管（溶接継⼿を有する） ７０年

42

引用：厚生労働省 アセットマネジメント「簡易支援ツール」実使用年数に基づく更新基準の設定例を参考

➊ - 5 管路の更新基準の設定

➊ - 6 現有管路集計表

平成２６年度末

工業用⽔道管（３ユーザー企業） 管種区分延⻑合計 法定耐用年数40年超 経年化率 耐震化率

鋳鉄管（ＣＩＰ）口径 300ｍｍ 1,809ｍ 1,809ｍ 100％ 0％
耐震型 ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ-ＮＳ）口径 400ｍｍ 261.7ｍ 0ｍ 100％ 100％
ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ）口径 300 〜 450ｍｍ 4,416.8ｍ 2,462.0ｍ 55.7％ 0％
鋼管（ＳＰ）口径 300 〜 450ｍｍ 6,053.8ｍ 4,257.6ｍ 70.3％ 100％

合 計 12,541.3ｍ 8,528.9ｍ 68％ 50.4％
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■ 工業用送水管の平均単価を算出する。

⇒ 水道局発注工事（直近６年間）における設計・積算単価を基礎データとする。

⇒ 工事価格は設計⾦額（税抜）とする。

【算出方法】
水道局の管種別・口径別・管路延⻑を基礎データに、各年度の工事実績サンプル（発注工事の設計・積算単価）によって
算出された管種別・口径別の１ｍ当りの工事施工単価を乗じて、工事総額を算出したのちに、それぞれの延⻑で除して、
平均工事施工単価を算出する。

⑤ - 7 更新時の工事施工単価の設定

・口径２００〜４００㎜までは、耐震型ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ－ＧＸ型・ＮＳ型）
・口径４５０㎜以上は、⻑寿命型鋼管（ＳＰ） 43

更新需要を積算する上で、各管種区分の単価を設定する。

工業用送⽔管 更新 布設単価

口径３００ｍｍ １０６千円

口径４００ｍｍ １２４千円

口径４５０ｍｍ ２７２千円

更新時に使用する主な耐震管の管種・口径区分

管路区分 更新需要

工業用送水管 ２,２９６,７８０千円

更新する際に適用する 管種 口径

耐震型ダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ－ＧＸ型・ＮＳ型） ２００ｍｍ〜４００ｍｍ

⻑寿命型鋼管（ＳＰ） ４５０ｍｍ〜

耐震管

耐震管は、水道管体が壊れたり、継手が抜けたりしません。

地震

経年管更新 耐震化事業

水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト水道耐震化推進プロジェクト『『『『水道水道水道水道PRパッケージパッケージパッケージパッケージ』』』』よりよりよりより

44

⑤ - 8 管路の再投資価格集計表

平成２６年度末

※ 各管種延⻑(H26年度末時点) × 更新布設単価 = 更新需要を算出
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45

⑤ - 8 工業用水道施設の再投資価格集計表

平成２６年度末

施設区分 構造物及び設備
資産総数：６０

工業用送⽔管
３路線送⽔管：１２,５４１．３ｍ

更新需要
（再投資価格） ７７６,８２０千円 ２,２９６,７８０千円

合 計 ３,０７３,６００千円

� 簡易⽀援ツールを使用したアセットマネジメントの実施マニュアル（平成26年4⽉・厚⽣労働省水道課）

� アセットマネジメント【簡易⽀援ツールソフト】（平成26年4⽉版・厚⽣労働省）

� 新水道ビジョン（平成25年3⽉・厚⽣労働省）

� 水道におけるアセットマネジメント〜簡易⽀援ツールについて〜（平成26年6⽉・厚⽣労働省水道課課⻑補佐・⾦縄健一）

� 山陽小野田市水道事業総合計画・改訂版【基本計画】（平成25年2⽉・山陽小野田市水道局）

■ 活用した指針・手引き等の参考資料

46


